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   議事日程第３号      第３回定例会 

   令和元年９月６日（金）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○柏倉信一議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○柏倉信一議長 日程第１、引き続き一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 一般質問通告書 

 令和元年９月６日（金）                         （第３回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

９ 

 

 

 

 

 

１０ 

人口減少対策につ

いて 

 

 

 

 

中心市街地活性化

について 

（１）目標数値をクリアするための考え

方について 

（２）経済への影響について 

（３）人口減少対策への施策について 

（４）合計特殊出生率向上に向けた取り

組みについて 

空き店舗を活用した取り組みについて 

（１）現在の取り組み状況について 

（２）新たな支援策について 

（３）空き店舗を活用したコミュニティ

ー強化策について 

１３番 

國 井 輝 明 

市 長 

 

 

 

 

 

市 長 

１１ 

 

さがえっ子の現状

と今後について 

（１）昨年、山形県より子どもの貧困率

が発表されたが、本市の現状について 

２番 

太 田 陽 子 

市 長 

教 育 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

１２ 

 

 

 

 

 

福祉避難所の設置

について 

（２）貧困を撲滅するための対策とし

て、健康と命の問題について 

（３）学習支援について 

（４）経済的給付について 

（１）福祉避難所の設置について 

（２）福祉避難所の今後について 

 

 

 

 

市 長 

 

１３ 

 

 

１４ 

山形大学医学部が

発表したコホート

研究について 

教育問題について 

（１）成果を見ての認識について 

（２）今後の本市の取り組みについて 

 

（１）全国学力調査と学力検査（偏差

値）の現況について 

（２）課題と今後の取り組みについて 

（３）道徳教育について 

（４）不登校について 

１４番 

荒 木 春 吉 

市 長 

 

 

教 育 長 

 

 

國井輝明議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号９番、10番について、

13番國井輝明議員。 

○國井輝明議員 おはようございます。 

  ９月に入り、実りの秋ということでございま

すが、私にとりましては９月というと、寒河江

の市民の祭りである神輿の祭典が間近に迫って

いるなというふうに思っております。ことしも

多くの担ぎ手、そして多くの観光客が来られて

大いににぎわうよう期待をしているところでご

ざいます。 

  それでは、質問させていただきます。 

  初めに、通告番号９番、人口減少対策につい

てお尋ねをさせていただきます。 

  私は、これまでの一般質問を通じて、寒河江

市の人口減少対策に向けたさまざまな御提案を

してまいりました。直近では、今後の人口減少

社会に対応した公共施設のあり方について、市

長並びに教育長のお考えを伺ってまいりました。

このたびは、県内でも多くの先進的な事業を取

り組んできたこの寒河江市の施策的効果があら

われているのか伺いたいと思います。 

  私は、寒政・公明クラブの一員として、また

このたびの質問に関心を持つ市民を代表して質

問させていただきます。 

  寒河江市では、1950年から1970年まで高度成

長期に首都圏等への人口流出により人口の減少

が続いておりました。その後、安定成長期を経

て1990年代のバブル経済期までは大きく人口は

増加し、バブル経済崩壊後も、工業団地拡大や

大型住宅団地の造成等により2005年まで人口増

加が続きました。2005年をピークに人口は減少

局面に入り、現在も減少が続いております。 

  国立社会保障・人口問題研究所によれば、人

口は減少を続け、2040年には2010年度対比４分

の１減少の、寒河江市の人口は３万1,946人と

推測されております。 

  まず、目標値をクリアするための考え方につ

いてお尋ねをさせていただきます。佐藤市長は、

３期目の当選をされてから初めて迎えた平成29

年の第１回寒河江市議会定例会で、今寒河江市

が抱える課題の１つに、何と申しましても人口
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減少の問題である。2015年国勢調査の結果、市

の人口は４万1,256人と、この10年間で約2,400

人減少している。ぜひともこの流れを食いとめ

なければならない。待ったなしの最重要課題と

考えているとした上で、１つにはやはり引き続

き少子化対策をこれまで以上強力に進める必要

があるとの考えを、市政運営の演説で私たち議

会に示されました。人口減少を続ければ、地方

の経済規模を縮小させ、社会サービスの低下を

招き、さらに人口流出を引き起こす可能性があ

ります。 

  まず、初めに2040年の寒河江市が人口ビジョ

ンで定めている３万5,223人という目標数値を

クリアするための考え方についてお伺いさせて

いただきます。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  國井議員から、まず人口減少対策ということ

で御質問をいただいておりますので、お答えを

したいと思います。 

  御案内のとおり、寒河江市では平成27年の10

月に人口減少対策として、対策を進める上で検

討するために人口ビジョン、それからさがえ未

来創成戦略というものを策定をして、その中で

2040年の市の将来展望人口を３万5,225人と見

込んだところであります。それを踏まえて、平

成28年２月に第６次寒河江市振興計画を策定を

して、現在それに基づいて各般の施策を展開し

ているところでございます。 

  御案内のとおり、人口減少の原因といたしま

しては、１つには出生・死亡数の差であります

自然増減があるわけでありますし、もう一つは

転入・転出の差である社会増減というのが大き

く関係してくるということでありますから、人

口減少対策を進めるということは、その改善に

向けた取り組みを進めていくということになる

わけであります。 

  この人口問題というのは、一朝一夕に改善す

るというのはなかなか難しいわけでありますけ

れども、出生数を注意しながら、また転入・転

出者の動向などを見ながら、さらには若者のラ

イフスタイル、それから社会情勢の変化などに

的確に対応した効果的な施策を総合的にそして

持続的に展開していくことが必要だというふう

に考えております。我々としては、人口ビジョ

ンに掲げております将来展望人口を確保するた

めの取り組みを粘り強く展開してまいりたいと

いうふうに考えております。 

  済みません、先ほど将来展望人口、2040年の

人口３万5,223人が正解でございます。よろし

くお願いをいたします。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 考え方はわかりました。そこで

お尋ねしたいのが、国勢調査５年に１回行って

おりますので、その2020年の人口の推移につい

てお尋ねをさせていただきたいと思います。 

  2018年に策定した寒河江市人口ビジョンで見

ますと、2020年には国立社会保障・人口問題研

究所が示した３万9,219人という数値に対し、

寒河江市の展望としましては３万9,736人とし

ております。これと比較して、寒河江市の人口

はどのような数値になる見込みなのかお伺いさ

せていただきます。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 2015年の国調では、寒河江市の

人口４万1,256人というふうになっているわけ

でありますが、その後、県の企画統計課のほう

で国調の結果をもとに各市町村の推計人口とい

うのを毎月公表しているところであります。そ

れによりますと、2016年の10月１日現在では４

万924人、2017年の10月１日現在では４万693人

に、そして昨年2018年の10月１日現在では４万

417人というふうになっておりまして、直近の

数字としてはことしの７月１日現在の推計人口

は４万232人と、こういうふうになっていると

ころであります。推計人口を見ますと、減少傾
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向が続いているわけであります。 

  先ほど御質問にありましたけれども、社人研

の３万9,219人より517人多い目標人口というの

を、少し大変な数字をつくったなというふうに

反省をしないわけではありませんが、３万

9,736人と、何とか上回ってほしいというふう

に思っているところでございます。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。何とか

クリアできそうなといいますか、いつも見てい

るんですけれども、大体行政のほうの考え方的

に、この数値の目標というものは比較的高く設

定している傾向があるというふうに思いますし、

その数値をもクリアできそうな雰囲気もあるわ

けでございますので、この辺は高く評価をさせ

ていただきたいというふうに思っております。 

  それでは、その人口減少に対して経済の影響

というか、経済に与える影響なども気になると

ころでございますので質問をさせていただきた

いと思います。 

  先ほども述べさせていただきましたが、人口

減少を続ければ地方の経済規模を縮小させ、社

会サービスの低下を招き、さらに人口流出を引

き起こす可能性があります。そこでお尋ねいた

しますが、寒河江市における年間の消費支出や

商品販売額等の推移について、人口減少が始ま

った2005年から2020年までの市内経済にどのよ

うな変化が起きているのか、また今後の見通し

も含めお答えいただければ幸いです。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市内の消費支出及び商品販売額

等の推移という御質問でありますけれども、商

業統計調査及び経済センサス活動調査というの

が、これ毎年でなくて数年ごとに実施されてお

ります。そのデータが公表されている2004年か

ら2016年までの資料に基づいてお答えをしたい

というふうに思います。 

  年間商品販売額の中で、消費状況を反映して

いる年間商品小売額を見てみますと、2004年が

482億4,460万円、それに対して2016年は454億

6,608万円ということで、5.8％の減というふう

になっております。ただ、この間に調査をして

おりますが、2007年の調査では2004年に比べて

微増している、それから2012年の調査では2007

年に比べ減少している、2014年の調査では2012

年に比べ微増している、また2016年では前回調

査に比べ微減しているというふうに、数字が上

下しているところでございます。この年間商品

小売額については、その時期の景気状況、景気

動向あるいはこの間2014年からは消費税率が

８％に引き上げられたなどという社会情勢によ

り上下いたしますので、一概には申しあげられ

ませんが、住民基本台帳に基づく本市の人口も

見てみますと、2004年度末では４万1,722人に

対して、2016年度末では４万1,541人というこ

とで、約６％減少しているということでありま

す。そういうことからすると、人口減少も影響

して、影響の一因になっているのではないかと

いうふうに考えられるところでございます。 

  今後も人口減少傾向が続くと想定されますの

で、市全体の消費支出も減少していくことが危

惧されますから、その分については交流人口の

拡大、関係人口の増加あるいは移住・定住など

を推進していくことで、これをいかにカバーし

ていくか、いかに緩やかにしていくかというこ

とが課題だろうというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 約６％、2004年から2016年から

考えれば約６％ということでありますが、人口

減少を続けていることでの影響もあるかもとい

うことですが、割合そんなに減少してないのか

なというふうな感覚もあります。しかしながら、

その人口減少をしていくことによって、さらな

る人口の流出なども考えられますので、引き続

きこの辺の施策もいろいろと展開していただき

たいというふうに私も思っており、これからも
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さまざまな提案もさせていただきたいというふ

うに思っております。 

  人口減少対策として進められた施策について

お尋ねをさせていただきたいと思います。人口

減少がもたらす人口構造の変化は、市の財政に

も大きな影響を与えます。生産年齢人口が減っ

てしまうことで、市民税を中心に市税が減少し、

一方で老年人口が増加することで社会保障費の

扶助費は増加していくなど、本市だけでなく全

国的な課題となっております。こうした課題を

克服するため、寒河江市としても多くの施策を

講じてきました。 

  そこでお尋ねをいたしますが、佐藤市政とし

て取り組み、講じてきた施策について、どのよ

うな効果が上げられたのか、またどのように評

価しているのか、主な事業名を挙げてお答えい

ただければ幸いです。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 いつも申しあげておりますけれ

ども、寒河江市の人口減少対策、大きく分けて

３つ取り組んでいるわけであります。 

  １つは、議員も先ほど御指摘ありましたが、

少子化対策であります。寒河江型ネウボラとい

うことで、結婚・出産・育児について切れ目な

い支援をしていく、さらには保育所及び放課後

児童クラブ整備などのインフラの充実、さらに

は医療費の無料化の拡大、それから学校給食費

の助成などということで、子育て世代の経済的

支援の強化を図ってきているところでありまし

て、その結果、自然動態についても2018年の出

生数が前年を上回るなどということで、一定の

効果が出てきたのではないかというふうに考え

ています。 

  それから、２本目の柱は、やっぱり移住・定

住の対策ということであります。その対策の一

環として、寒河江市では子育て定住住宅建築事

業及び住宅建築推進事業、さらには宅地開発事

業補助、それから家賃補助、加えて奨学金返還

支援などを実施しております。特に、子育て定

住住宅建築事業などについては多くの申請をい

ただいております。これまでも補正予算を組み

ながら対応しておりますが、今定例会にも補正

予算を上程させていただいているところでござ

いまして、住宅建築関係の2016年から2018年ま

での３カ年の補助件数について申しあげますと、

子育て定住住宅建築事業については合計331件、

それから住宅建築推進事業については1,079件

となっております。また、宅地開発事業補助、

民間事業者の方が宅地開発していただくために

支援をしているわけでありますけれども、2016

年から2018年までの３カ年では11件の開発があ

って、131区画が分譲をされているところでご

ざいます。そうしたいろんな支援の結果、2017

年、2018年と２年連続で転入超過となっている

ところでありまして、これらについてはやっぱ

り子育て定住住宅建築事業、宅地開発事業補助

などが有効ではなかったかと認識をしていると

ころであります。 

  それから、３本目の柱は、やはり先ほども申

しあげました交流人口の拡大でございます。や

はり、人口はどうしても減っていく傾向にあり

ますから、それを何とかカバーしていくための

いろんなイベントあるいは観光資源のブラッシ

ュアップなどを進めているところでありまして、

特に冬場については観光が人も少なくなるとい

うことでありましたが、雪フェスタを県と一緒

に１市４町でさせていただいて、ことしで４回

目をさせていただきましたが、ことしの雪フェ

スタの経済波及効果11億円ということで、22万

人を超える方が来ていただいたということなど

も、そういう取り組みをさせていただいており

ます。まだまだでありますけれども、一定の成

果があるのではないかというふうに考えており

ます。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ただいまの質問には、やはり市
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長はどんなことをしてきたかというと、自分で

やってきたことはなかなか答えにくいとは思い

ますが、しっかりと数字もお答えいただいてあ

りがたいなというふうに思っております。特に、

やはり住宅関連で非常に伸びているなというふ

うに認識いたしました。やはり寒河江市は、ど

こもそうですけれども、自然動態としてはやは

り減っていくということで、社会動態をふやし

ていくことも必要かとやはり思っておりますし、

それをプラスに転じたということは大変うれし

い話題であるなというふうに思っております。

これからも、やはり必要な施策であれば継続し

てこれからも人口減少対策にいろいろと講じて

いただきたいというふうに思っております。 

  しかしながら、その自然減ということで、や

はりちょっと私も懸念しておりますので、次の

質問でちょっとお尋ねをさせていただきたいわ

けでありますけれども、合計特殊出生率の移行

についてお尋ねをさせていただきたいと思いま

す。 

  １人の女性が出産可能とされる15歳から49歳

までに産む子供の数の平均を示す数値である合

計特殊出生率については、寒河江市においては

全国平均を上回っております。寒河江市として、

2040年には人口が増加も減少もしない均衡した

状態となる人口置換水準である2.07を超える目

標を立てておりますが、この目標を達成するた

めにも、2020年の目標数値として1.7としてお

りますが、目標数値をクリアできるか、現在の

数値と今後の見通しについてお伺いをさせてい

ただきます。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 合計特殊出生率は、県の子育て

推進課のほうで算出をしていただいております

が、寒河江市のデータは2015年はこれ1.7でご

ざいました。2016年は1.45、2017年は1.39とい

うことで、減少傾向にあるわけであります。

2018年の数値については現在算定中ということ

で、まだ明らかになっておりません。 

  御案内のとおり、この合計特殊出生率という

のは出生数と対象年齢人口によって算出される

ということでありますので、対象年齢人口の増

減があることによって予測が大変難しい数値で

あるというふうに思っているところであります。

今お示しした2017年の数値などを見ますと、今

後の見通し、なかなか厳しいものがある予想が

見込まれるわけでありますけれども、2018年の

出生数については前年を上回っている実績があ

りますので、この目標数値に近づいていくこと

を我々は期待しているというところでございま

す。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 2018年には前年度を上回るとい

うような数値だというふうなお答えですが、全

体的に若干減少傾向であると、やはり厳しい数

値かなというふうに感じております。 

  そこで、合計特殊出生率向上に向けた今後の

取り組みについてお尋ねをいたしますが、山形

県内また近隣の自治体を見ましても、大きく人

口を増加させる自治体はないと感じております。

ここ寒河江市においても、人口減少はさらに進

んでいくものの、多くの施策的効果により減少

数を大幅に食いとめていると評価いたします。 

  しかし、これまで以上に現在の人口を維持し

なくてはなりません。大きな課題の１つとして、

2025年問題があります。この2025年は、団塊の

世代が75歳以上の後期高齢者となる年であり、

医療費の問題、社会保障の問題、介護の問題が

懸念されているところです。こうした課題と向

き合いながら、合計特殊出生率向上に向け、今

後どのように取り組んでいくお考えなのかお伺

いいたします。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市では、第６次振興計画

の第１章に、「子どもがすくすく育つまち」と

いうことを掲げているわけでありまして、大き
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ないろんな課題がありますけれども、一番の課

題というふうに認識をして、子供を安心して産

み育てられる環境づくり、それからきめ細かな

保育環境の整備、そして子育てを支える環境づ

くりというようなところで、出生率向上に向け

た施策を鋭意展開をしているところであります。

また、今年度におきましても新たに不育症治療

費助成、さらには新生児難聴検査費用の助成、

それから御案内のとおり病児・病後児保育事業

などを展開してきたところでございます。 

  また、長期的な展望に立って、未来を担うさ

がえっ子に各界で活躍されている方々のお話な

どを聞いてもらって、将来の人生設計、さらに

は結婚、子供を産み育てることの大切さなどに

ついて考える機会をつくるさがえっこライフデ

ザインセミナー事業というのを新たに実施をし

ているところでございます。 

  引き続き出会いから結婚、出産、子育てまで

切れ目のない支援を充実していくことにしてお

りますが、まだまだ取り組むべき課題は多々あ

るというふうに認識をしております。とりわけ、

最初の出会いから結婚というここのエリアにつ

いて、なかなかこう妙案が、まだまだ考える余

地があるというふうに我々は思っております。

そういう意味では、議員各位もそうですし、市

民の皆様からのいろんな御意見やら要望、御提

案などお聞きをして、さまざまな視点からの出

生率向上に向けた取り組みを加速していきたい

というふうに考えております。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 答弁の一番最後に、やはり出会

いといいますか、そこからいかに結婚するかと

いうようなところの課題もあるだろうというこ

とでございますが、やはり今後も子育て支援と

いうことでも頑張っていただきたいというふう

に思っております。 

  最近いろいろとパンフレットを見ますと、寒

河江市は子育てに本気ですというようなフレー

ズをよく目にします。私は大変好きなフレーズ

でありますし、これからもそうした施策を大い

に大胆に展開していただきたいなというふうに

思っているところでございます。 

  人口減少課題については最後の質問になるか

と思いますので、最後、人口増加を目指す施策

についてお尋ねをさせていただきます。 

  これから述べることは、市町村というよりは

国レベルの話になるかもしれませんが、私とし

ては寒河江市でも取り組める施策があるのでは

ないかと期待をして質問をいたします。 

  イギリス、フランス、ドイツなど欧州諸国は、

人口減少を心配することはないという意見があ

りますが、この３国は2000年から2018年までの

人口推移を見ますと、イギリスは5,889万人か

ら6,647万人、フランスは5,886万人から6,473

万人、ドイツにおいては8,146万人から8,289万

人と、いずれも人口をふやしているのです。こ

れら３国の中でも、フランスは最も人口増対策

に熱心に取り組んでおり、合計特殊出生率は93

年が1.66に低下、その後2006年に2.0に回復す

るまで手厚い育児支援政策を展開し、目覚まし

い人口回復を実現いたしました。 

  その内容というものは、１つ目に、児童手当

の支給は第２子からで、第３子から格段にふえ

るということ、２つ目に、育児休業は子供が複

数の場合、最長３年まで認めるが、早期職場復

帰を望む場合、育児休暇中の所得保障手当額の

割り増しを認めること、３つ目に、育児と就業

を両立させるため、質の高い保育所の十分な量

の整備と訓練された保育士の十分な供給と世帯

負担の低廉化の３点セットを確実に実現する、

などから成っております。このほか、所得税を

家族がふえるほど税率が下がる仕組みにしたこ

となども注目されております。 

  寒河江市としても、こうした実例を調査研究

し、取り組めるものは取り組み、必要であれば

国・県に対する要望などにも組み入れていただ
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きたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 基本的に、若者が結婚、出産を

するためには、生活に対する不安を払拭をして

安心して子育てができるようなソフト・ハード

両面の環境整備が不可欠でありまして、生活費

それから保育料、学費などトータル的なパッケ

ージで社会保障を充実していくことが重要であ

るというふうに認識をしているところでありま

す。 

  寒河江市におきましては、国・県に対する重

要事業要望、それから県の市長会などを通じて

子育て支援策の充実、それから医療体制の確保、

社会資本整備の充実など、人口増加のための施

策の充実を求めてきているところでございます。 

  御質問にもありましたが、各種の手当、それ

から税の優遇措置などについては、国において

施策を講じていただくということで要望してい

るわけでありますけれども、寒河江市におきま

しては、第３子以降を対象とした支援として保

育料無料化、それから小中学校の給食費の無料

化に向けた取り組みなどを実施をしているとこ

ろであります。引き続き市として対応可能な施

策について、その効果を見きわめながら速やか

に実施をしていきたいというふうに考えている

ところでありますが、この人口減少対策につい

ては、先ほどヨーロッパの例をお話しになりま

したが、いい事例があるわけなので、それを踏

まえて対策を講じていけば成果も出てくるので

はないかというふうに思います。 

  ３つの対策のポイントがある、１つは子育て

のための経済的な支援、それから子育ての環境

を整備する、それから３つ目が、これが一番大

事なところで、社会全体で、企業も含めて子育

て支援に取り組むということが大事であります。

そういう意味で、寒河江市としても社会全体で

取り組むその機運の醸成などについて、やはり

これから意を用いていくことが必要だというふ

うに考えているところであります。以上であり

ます。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 さまざま答弁ありがとうござい

ました。私も初当選してからもう今回13年目で

ありまして、初議会でもいろいろと言ってきた

ことが、やはり寒河江市の発展というのは何と

いっても人口増加であろうというふうに思って

おりますが、現在人口減少が続く中、この人口

をいかに保つか、減らさないかということの施

策ということは大変重要であると思いますので、

これからもさまざまなこういった機会をいただ

きながら、人口減少に歯どめがかかるような議

論をこれからもさせていただきたいというふう

に思っております。 

  次に、通告番号10番、中心市街地の活性化に

ついてお尋ねをさせていただきます。 

  やはり、まちに活気がなければ人も集まらな

いという観点から、やはり人口減少にも関係す

るものと思って質問をさせていただきたいと思

います。 

  寒河江市の中心市街地にどのようにしたらに

ぎわいが創出できるのか、大きな課題であろう

というふうに思っております。寒河江市として

は、駅前広場を活用したちぇり～マルシェやフ

ローラ・ＳＡＧＡＥにさんで～すて～じを設置

するなど、にぎわいを創出していただいている

ことに感謝いたします。 

  寒河江市の中心市街地を見ますと、他の自治

体と比較しまして空き店舗は少ないなと感じて

おります。しかしながら、現在の空き店舗に何

らかの形で人の流れをつくり出し、中心市街地

ににぎわいを創出できないものかと考えます。 

  まず、初めに中心市街地活性化に向けたこれ

までの取り組みについてお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 中心市街地の活性化に向けて、

これまでの取り組み状況ということであります
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ので、商工推進課長からお答えを申しあげます。 

○柏倉信一議長 武田商工推進課長。 

○武田伸一商工推進課長 お答えいたします。 

  モータリゼーションの進展により、広い駐車

場が確保できる郊外にスーパーや大型量販店が

進出することで、人の流れが町なかから郊外に

シフトしてしまう現象は全国的な問題であり、

本市におきましても例外ではありません。 

  市としましても、このままの状況では中心市

街地の空洞化や衰退がさらに進むことが懸念さ

れるため、人の流れを呼び込む取り組みを進め

てまいりました。例えば、各種団体の御協力を

いただきながら、駅前のみこし公園を会場にち

ぇり～マルシェ、朝市、駅前ふれあい盆踊り大

会を開催しているところであります。また、商

店街組織や民間団体がイベントを開催する場合

に、その費用の一部を補助する本市独自のにぎ

わい創出支援事業を活用していただき、さまざ

まな手法で集客力のあるイベントが開催されて

おります。以上であります。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 今御答弁いただいたわけですけ

れども、いろいろ支援をしてきたということで

ありますけれども、もう少し具体的な答弁返っ

てくるのかなと思いましたが、今答弁いただい

た中身について、その評価と課題についてお尋

ねをしたいわけですけれども、大丈夫でしょう

か。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今課長から取り組み状況などを

御答弁申しあげましたが、具体的に申しあげま

すと、ちぇり～マルシェとか駅前ふれあい盆踊

り大会などについてお答えを申しあげましたが、

それぞれその１回当たりの平均来場者数2,000

名を超えているということになっております。

また、ちぇり～マルシェの朝市などにおいても、

季節の農産物や山菜などを中心にして、出店に

は固定的なファンも回を追うごとにふえている

状況でありますので、中心市街地のにぎわいの

創出に一役買っているのだというふうに認識を

しております。 

  こういったいろんな取り組みをさせていただ

いておりますが、課題もあるというふうに思っ

ております。ちぇり～マルシェは９年目ですか

ね、それから駅前盆踊り大会11年目ということ

で、言ってみれば少しややマンネリ化をしてい

るのではないかなどという声もありますし、市

民、特に若い人を引きつける目新しいイベント、

それから出店業者の商品を目新しい商品など準

備できるかなどということが課題にもなってい

るところでありまして、さらにはそのイベント

で来ていただいた方を、その場所だけでなくて、

さらに町なかに回遊させていけるような工夫が

足りないのではないか、すべきなのではないか

などという声もあります。さらには、これどう

しても、先ほどいろんな補助金などのお話をさ

せていただきましたが、行政が主導的に取り組

んでいるイベントという感をまだまだ禁じ得な

いところがあります。行政の支援がなくなれば、

イベント自体もなくなってしまうという懸念が

あります。できれば民間団体が主催するイベン

トなどを企画して、それを継続していっていた

だければなどという課題があるというふうに思

います。 

  さらに、一番大きい課題は、やっぱりイベン

トというのはそのときばかりのにぎわいという

ふうにどうしてもなりがちであります。できれ

ばイベントだけに頼らない仕掛けというのがや

っぱり必要なのではないか、そうすることによ

って恒常的に中心市街地がにぎわう、そういう

施策というんですかね、仕掛けというのをやっ

ぱり考えていくべきなのではないか。全国的に

はいろんな優良事例があると思いますので、そ

の辺のところも勉強させていただいて、取り組

みを進めていければというふうに考えておりま

す。 
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○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 やはり、ちぇり～マルシェ９年

目、駅前の盆踊りも少し言い方悪いですがマン

ネリ化というような話もありましたが、私もせ

んだって駅前の盆踊り大会に出席、参加させて

いただきましたが、ただ開催するだけでなく、

今回はちぇり～マルシェとの合同といいますか

合併というか、いろいろ変化を加えながらして

いくということには、私は非常に評価させてい

ただきたいというふうに思います。ただ、ちょ

っと感じたのが、ぜひ駅前でそういった大きな

イベントであれば、地域の方とかもう少し寄せ

ていただくようなお声がけというか周知なども

もう少し力を入れていただければ、もっとにぎ

わうのかなというふうに思っております。これ

からも駅前の活性化などにもいろいろと施策を

講じていただきたいと、このように期待をして

いるところでございます。 

  次に、空き店舗を活用した取り組みについて

ということでお尋ねをさせていただきたいと思

います。 

  寒河江市のホームページを見ますと、これは

１週間、２週間前のページなので数字変わって

いたら申しわけございません。空き店舗等の掲

載物件は現在12件ありました、私が確認したと

きは12件ありました。寒河江市内の空き店舗を

活用して新たに創業・起業を行う場合、店舗改

装最大50万円、または家賃最大50万円に対する

補助を行っておりますが、この空き店舗を活用

し新規創業・起業をするための問い合わせの件

数はどの程度あるのか、また創業・起業に至ら

なかった経過などありましたら、その理由など

についてもお答えいただければと思います。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この制度あるわけでありますけ

れども、市のほうに空き店舗を活用しての創

業・起業の問い合わせをいただくそのタイミン

グというのは、実際はその事業計画とか金融機

関からの融資にめどが立った段階である場合が

大変多いのであります。ですから、そのお問い

合わせいただいた方のほとんどは創業されてい

るというのが現実でございます。最近のこの補

助制度の利用状況を見ますと、平成28年から今

年度今までに25名の方がこの補助制度を活用し

ているところでございます。業種としては、や

はり飲食業が約65％であります。そのほか美容

業、不動産業などでございます。 

  創業・起業に至らなかった例も幾つかあるわ

けでありますけれども、その理由としては、多

くはその事業計画の収支見通しの再検証が必要

となって創業に至らなかった場合であるという

ふうに聞いておるところでございます。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。いずれ

にしても、25名が活用されたということは、非

常に結果が出ているなというふうに思っており

ます。 

  特に、駅前というか中心街の空き店舗という

ことでちょっと質問をさせていただきたいわけ

ですけれども、もし私が、皆さんもそうですけ

れども、空き店舗を活用し創業・起業等したと

きは、入念なマーケティングなどは行うでしょ

うし、しかしまだ若かったり商売の経験が少な

い方であったりと、必ずしも最初からうまくい

くかはわからず、費用をかけることに抵抗を持

つ方も多いかと感じます。こうした考えをお持

ちの方で、短期間商売をしたいという考えを持

っている方で、短期間でもこうした空き店舗を

貸し出しするチャレンジショップというものを

行えないものかと考えますが、こうした取り組

みについて課題等がないものかも含めお伺いさ

せていただきます。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま國井議員からお話あり

ましたチャレンジショップの制度というんです

かね、そういう考え方については、以前からフ
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ローラ・ＳＡＧＡＥの中で実施をしているわけ

でありますが、近年この制度を活用しての出店

申し込みがない状況でございます。また、民間

の空き店舗を活用して御提案のチャレンジショ

ップを開店する場合というのは、課題としては

その物件の所有者の方から１週間とか10日とい

った短い期間でも借りることができるかどうか、

さらには、例えば市でチャレンジショップ用に

特定の物件を１年間なり借り上げる場合、借り

上げて提供するなどということも考えられます

が、そういった場合、その物件の選定における

公平性の確保、あるいは使用料をどのように算

定していくかなどということで、まだ課題が残

っているということでありますが、いずれにし

ても、特に若い方などが創業・起業を考えると

きに、一歩踏み出す際の支援策については、今

後も知恵を絞りながら手助けできる方策を考え

ていきたいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 いろいろ考えてくださるようで

ございますが、実は私もお話を伺っている中で、

フローラ・ＳＡＧＡＥでそういったチャレンジ

ショップしているというのはやはり伺っており

ました。実は、私の中では、箱物の中でやって

しまうと、なかなかその活動が外に見えにくい

ということがあって、ウインドウ越しにあえて

人に見せる、そのお店に、空き店舗にちゃんと

入っているよというところを見せることによっ

て、勢いというかにぎわいというか出てくるの

かなというふうに思ったので、あえて質問をさ

せていただいたわけでございます。 

  そこの、あえてウインドウ越しに見えるよう

にしていただきたいということを込めて、最後

の質問になりますけれども、質問させていただ

きたいと思います。 

  中心市街地ににぎわいを創出するためには、

空き店舗イコール即商売ということではなく、

趣味を生かしたマッチングとしてのフロアの無

償貸し出しという場合の提供はできないものか

と考えます。人とのつながりをつけることで、

コミュニティーの強化にもなりますし、共通の

趣味を持つ人とつながれば商売につながる可能

性も出てまいります。フロアがあれば活用でき

る趣味のランキングで見ますと、上位に位置し

ているものとしてファッション、料理、コーヒ

ー、香水、刺しゅう、盆栽、カメラ、写真撮影、

音楽機材を使った音楽鑑賞会、軽スポーツとい

ったものが挙げられます。これとは別に、小学

生、中学生が活用したいというような意味で、

そうした御協力やアイデアをいただきながらイ

ベントを行うなど、ただ空き店舗にしておくの

ではなく、中心市街地での場所を活用したイベ

ント等、ごく身近な趣味を持つ人たちの交流や

情報交換ができる場所を提供し、常に人が行き

交うにぎわいを創出したいと私は考えます。 

  こうしたところからスタートさせ、人とのつ

ながりを持たせ、商売を始めるきっかけになれ

ばと考えますが、いかがでしょうか。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市だけではありませんが、

全国的な傾向として、経営者の方の高齢化とか

後継者問題などで廃業を余儀なくされる店舗の

割合に比べて、新規出店の割合は少なくなって

いる。その分空き店舗が新たにふえているとい

うようなところであります。空き店舗がふえて、

そこを活用してもらうことが難しくなっている

という状況があろうかというふうに思います。 

  國井議員のお話にもありましたように、空き

店舗、例えば同じ趣味の方々が集う場所にする、

またはイベントの会場として活用するというこ

とにすれば、中心市街地に人の流れを呼び込ん

でにぎわいを創出するという御意見であります

が、今後のまちづくりの新たな手法として貴重

なアイデアではないかというふうに考えており

ます。 

  市内においては、御案内と思いますが、商工
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会と商業者の有志の方々が、市民を対象にプロ

の知識やわざを少人数の講座方式で教えるまち

ゼミ寒河江というのを平成26年から年２回ずつ

開催をしているわけであります。ことしも５月

から６月にかけて第10回目ということで開催が

されましたが、参加店が48件、50の講座を実施

をされて、市民の方242人が受講しているとお

聞きをしております。このような若い商業者の

方と市民が交流することによって、にぎわいを

さらに広げていく、そういった取り組みも中心

市街地のにぎわいにつなげていく手法の１つで

はないかというふうに考えております。 

  他県におきましては、空き店舗をアトリエと

かシェアハウスなどとして活用している事例も

多々ありますから、その運営手法、課題なども

含めて研究をさせていただいて、寒河江市のさ

らなるにぎわい創造のために取り組んでまいり

たいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。いろい

ろとこれからも中心市街地の活性化に向けて取

り組んでいただきたいというふうに思っており

ます。 

  今市長からも、まちゼミの話もありました。

今は若い商売人も頑張って、このまちづくりを

自分たちが住むまちのために、商売だけでなく

地域おこしのためにも頑張っている若者、多い

わけでございますので、こうした皆様ともいろ

いろ意見交換しながら、いろんなアドバイスを

いただきながら、そして協力しながら頑張って

ほしいというふうに思っております。 

  先ほども申しあげましたけれども、このたび

フローラ・ＳＡＧＡＥではなく、あえて空き店

舗にこだわった理由として、さまざまなことで

楽しんでいる人々の顔をウインドウ越しに見せ

ることで、寒河江市は楽しそうなまちだなとい

う印象を与えたいと思い、質問いたしました。

さまざまな課題もあろうかと思いますが、中心

市街地の活性化に向けた取り組みは必要であり

ます。市民は、にぎわいのあるまちを求めてお

ります。これからも寒河江市が多くの人でにぎ

わうまちになるよう期待し、質問を終わります。

ありがとうございました。 

 

太田陽子議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号11番、12番について、

２番太田陽子議員。 

○太田陽子議員 おはようございます。 

  ことしは冷夏という予報がありましたが、８

月に入り酷暑、台風の直撃など異常気象が浮き

彫りになっています。最近では、九州北部豪雨

災害など、いつ私たちに降りかかってもおかし

くない災害が起こっております。日ごろより災

害に備えた生活を心がけなければならないと改

めて確認しました。九州北部豪雨災害に遭われ

た方には、心よりお見舞い申しあげます。 

  私は、日本共産党と、この通告に関心を寄せ

ている市民を代表して質問を行います。 

  通告番号11番、さがえっ子の現状と課題につ

いてであります。 

  昨年末、山形県が子供の生活実態調査の結果

を発表し、貧困率が発表されました。16％とい

う驚きの数字で、全国の13.9％を大幅に上回っ

ておりました。寒河江市の状況はどうなってい

るのか、現状についてお伺いします。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま太田議員から御質問が

ありましたが、昨年度、県において支援が必要

な子供の生活実態や支援ニーズを把握して、子

供の貧困対策を推進することを目的として、子

供の生活実態調査が実施をされております。 

  この調査結果を受けて、県全体の貧困率が公

表されたわけでありますけれども、お尋ねは市

の状況はどうかということでありますが、この

市町村ごと数値については、調査結果について
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は調査対象世帯数が少ないために統計上の有意

性が確保されていないことと、市町村ごとの実

情や課題などの違いがある中で、子供の貧困率

の数値だけがひとり歩きをし、無用な誤解や偏

見を生む懸念があることを理由として公表され

ておりません。 

  市といたしましては、数値の高い、低いとい

うことで一喜一憂することなく、個々の世帯に

寄り添いながら、貧困層に陥る前に適切な支援

が行き届く体制の整備に一層力を入れていかな

ければならないというふうに考えております。

特に、配偶者との離別、死別などによって受給

できる児童扶養手当の受給対象者の方について

は、生活状況の急激な変化が伴うわけでありま

すから、多角的な支援を要する世帯であるとい

う認識を学校や保育所など関係機関とともに共

有をして、連携を図りながら対応していく必要

があるというふうに思います。 

  県におきましては、子供が生まれ育った家庭

環境に左右されることなく、夢と希望を持って

成長することができる社会の実現を目指して、

生活・教育・就労等の多角的な視点に立った総

合的な支援体制を構築するということを目的と

して、平成28年度から平成32年度までの山形県

子どもの貧困対策推進計画というのを策定して

いるのは御案内のとおりであります。 

  寒河江市といたしましても、当該計画の趣旨

を踏まえて、相談窓口において個々の相談者の

生活実態の把握に重点を置きながら、必要とさ

れる支援に確実につなげることで生活基盤の安

定を図っているところでございます。児童扶養

手当受給者の方の声を事業に反映させるという

ことで、寒河江市が独自事業としては、平成29

年度よりひとり親世帯の児童が高等学校に進学

する際に、入学準備として必要となる学用品の

購入に対して、寒河江市ひとり親世帯高等学校

入学準備応援給付金というものを支給しており

ます。突発的に生じる費用負担の軽減を図って

いるということであります。 

  今後におきましても、その時々に公表される

各種のデータはもちろん念頭に置きつつも、時

代の要請、社会のニーズに的確に対応しながら、

貧困の連鎖を断ち切り、誰もが希望が持てる地

域社会の実現に向かって諸施策を鋭意展開して

まいりたいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 確かに調査した数が少ない、二

千七百少しだったと思うんですけれども、寒河

江市として独自では貧困の調査はするというお

考えはないということでしょうか。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今のところ、そういう予定は考

えておりません。先ほども申しあげましたけれ

ども、なかなかその数字が高い、低いというこ

とに影響されがちであります。高いからどうだ、

低いからどうだということになりがちでありま

すが、それよりも大事なことは、やっぱりそれ

ぞれの世帯に寄り添いながらどういう支援がで

きるかということのほうが大事でありますので、

そういう取り組みを引き続きしてまいりたいと

いうふうに思います。県全体の数字が全国より

高いということは、全体が高いといふうに認識

を持ちながら、いろんな取り組みをしていきた

いというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 県の調査でも、答えを出した全

世帯が生活が大変だ、苦しいと言っているのが

50％を超えているような状態でした。やっぱり

全世帯を対象に施策をしていただきたいと思い

ます。 

  次ですが、先ほども市長からありましたが、

ひとり親世帯が、特にお母さんとの世帯が２人

に１人が貧困だという調査報告があります。子

供の貧困は、なかなか深刻で見えにくいという

現状もあります。県の調査結果の数は少なかっ

たんですが、ごく少数なんですが、食事の心配
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をしている子供がいるというパーセントも

1.1％ありました。今必要なのは、健康と食、

命の保障ではないかと思います。全国では、夏

休みを通して10キロも体重が減少している子供

がいるということも報告されています。この点

について、さがえっ子の現状はどうなっている

かお伺いします。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 健康と食の保障についてのさ

がえっ子の現状ということでございますけれど

も、議員から今御指摘あったとおり、子供の健

康維持管理あるいは増進につきましては、食事

というものが非常に大事な要素なんだろうとい

うふうに思っております。 

  子供の健康状態が正常かどうかということに

つきましては、学校では学校保健安全法施行規

則というのがございまして、毎年６月30日まで

に健康診断を行うということになっております。

さまざま調査項目、測定項目がございますけれ

ども、議員の御質問にかかわるところでは身

長・体重測定をするのはもちろんのこと、さら

に身長と体重との相関関係と、それから学校医

が問診などを行って栄養状態などを見るという

ふうなこととされております。体重につきまし

ては、寒河江市内の小中学校ではこの定期健康

診断のときだけではなくて、年に２回やってい

る学校もございますし、学期ごと、ですから年

３回実施している学校もございます。 

  こういった身体、体重の定期健康診断という

こういった定期的な健診以外にも、養護教諭の

先生あるいは学級担任はお互いに連携、情報共

有しながら子供たちの健康相談を行ったり、あ

るいは日常的に丁寧に健康観察を行ったりして、

心身の状況を把握して、健康上問題があるなと、

こういうふうに認められたときは遅滞なく必要

な指導を行うと、あるいは必要に応じて保護者

に対して助言を行うと、こういうふうにされて

おりますので、今ございましたように夏休み明

けに限定しないで、家庭での食事が十分にとれ

ているんだろうかと、あるいは体重の変化だけ

ではなくて、子供の表情あるいは生活の様子、

あるいは給食の食べる量、体格の変化あるいは

髪の毛の汚れ、着衣の変化など、常に健康状態

とかかわるようなそういう変化に気を配ってい

るところであります。 

  最近、御案内のとおり全国的に児童虐待の事

案が増加傾向にあるということもあり、学校の

職員は職務上虐待を発見しやすい立場だという

こともありますので、各学校では子供たちの日

常生活面あるいは健康状態については、これま

で以上に丁寧に観察あるいは注意を払っている

ところであります。もし、健康状態等に異変が

あった、あるいは見られた場合につきましては、

学校では教職員間で情報を共有しながら、私ど

もに報告をしたり、あるいは私ども教育委員会

が子育て推進課と連携をしながら、改善に向け

て迅速かつ適切な対応を行っているところでご

ざいます。 

  いずれにいたしましても、教育委員会としま

しては今後も学校、家庭、地域、関係機関と連

携しながら、さがえっ子の健康と命を守って健

やかに成長できるよう努めてまいりたいという

ふうに考えているところでございます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 小学校の先生も中学校の先生も

大変忙しい中、子供の健康状態、その心身の状

態全て把握するというのはすごい大変な努力で

はないかと思います。でも、やっぱり身近に見

ている大人がきちんと目を配らせないと、子供

の心も体もきちんと育たない状況があると思う

ので、今後ともきちんと目配りをして、虐待も

あわせて子供の健康も観察していっていただき

たいと思います。 

  続きまして、県内各地で子ども食堂の取り組

みが報告されています。県の調査でも、貧困家

庭だけでなく全体として、調査では子ども食堂
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があったら利用したいという声も多く見られま

した。山形県でも助成金を出すということであ

りましたが、寒河江市としてはどうお考えにな

っていくのかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 太田議員御指摘のとおり、近年

全国的な規模で増加傾向に子ども食堂はあるわ

けでありまして、貧困家庭や親の帰宅が遅い家

庭の子供たちを対象にして、無償、無料または

低額な料金で食事を提供するという取り組みで

ございます。 

  県内の実施状況については、この８月の現在

で９つの市と５つの町、９市５町において民間

団体やＮＰＯ法人などが実施主体となって37カ

所で実施をされているというふうに聞いており

ます。太田議員御指摘のとおり、県においては

子供の居場所づくりの取り組みを支援するとい

うことを目的として、山形県子どもの居場所運

営支援事業というのを実施をして、実施主体を

支援しているというところでございます。しか

しながら、この事業の補助の要件として、食事

の提供のほかに宿題などの自習活動など学びの

支援や地域住民や子供同士の交流、遊び体験な

ど子供の居場所づくり活動を行うことというこ

とが要件とされていることなどもあってか、補

助率の申請は６割程度にとどまっているという

状況を聞いております。 

  ことしの２月でありますが、家庭や学校以外

にも子供たちを受けとめることができる子供の

居場所づくりの取り組みを促進し、地域の誰も

が子供の居場所づくりにかかわる社会の実現を

目指して、山形県子どもの居場所づくりネット

ワークというのが設立をされております。各団

体も加盟をしておりますが、県内の全市町村が

そのネットワークの応援団体として名を連ねて

おります。広報活動などの協力によって支援を

実施しているところでございます。 

  寒河江市はどうかということでありますが、

寒河江市においては現在のところ、実施を希望

する団体や個人などからの正式な申し出はまだ

ございませんが、検討中である旨の相談を受け

ているところでございます。仮にこの団体が補

助金の要件を満たさない、食事の提供のみの事

業実施を考えている、仮にそういう場合であっ

たとしても、市としては市有施設の優先的な使

用などによって活動を支援していく、地域に根

差すように支援していきたいというふうに今の

ところ考えているところでございます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 ありがとうございます。ぜひい

ろいろな支援をお願いしたいと思います。 

  次は、学習権と進学権の保障についてであり

ます。 

  貧困家庭の子供たちは諦めの気持ちが強く、

どうせ私なんて、俺なんてという自己否定の気

持ちが強く、学習意欲が育たないという調査報

告があります。できれば諦める前に、できるだ

け施策の充実を図ってほしいと思います。そう

いう意味で、教育権の保障ということについて

お伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 昨年度、県が実施した子供の

生活実態調査につきましては先ほど答弁がござ

いましたけれども、統計上の有意性がないとい

うふうなことから貧困率については市町村ごと

の数値は公表されておりませんけれども、この

貧困率とは別な視点といいますか、経済的な理

由によって就学困難と認められる学齢児童また

は生徒の保護者に対しては、市町村は必要な援

助を与えなければならないと、こういうふうに

学校教育法では定められております。そういっ

たことから、本市といたしましても経済的な理

由から就学困難と認められている、１つは生活

保護を受けている保護者の方、もう一つは税金

が非課税であるなど教育委員会が定める認定基

準を満たしている保護者に対しては、就学援助
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費ということで支給しているところであります。 

  本市におきましては、８月末日現在でござい

ますけれども、世帯数にしますと194世帯が就

学援助の認定を受けているところであります。

児童生徒数にいたしますと、小学校は163名、

中学校では113名、合計276名が就学援助の対象

というふうになっております。これを５月１日

現在、学校基本調査時の市内の全ての児童生徒

数で割った数字、割合でございますが、これは

8.5％と、こういうふうになっております。 

  就学援助費として支給しておりますのは、学

校給食費、それから修学旅行費、学用品費、通

学用費、医療費などで、国に準じた額を支給し

ているところであります。また、本市では今年

度からは新入学生の学用品費を１万円増額して

おりますし、新たに中学校の部活動費について

も支給対象としておりますので、施策として支

援の充実を図っているということでございます。 

  議員から御指摘がありました、貧困と児童生

徒の自己肯定感とか学習意欲という、こういっ

た関連ということでございますけれども、これ

に対する考え、所見ということでございますが、

毎年小学校６年生と中学校３年生を対象にした

全国学力・学習状況調査というのがございまし

て、この中で就学援助の割合と学力の相関とい

うことについて、全国で行った調査を文部科学

省が分析を行って、これに基づいた報告書を作

成しているところであります。これにつきまし

ては、今年度の結果は出ていますけれども、今

年度の調査ではなくて前年度の報告書というこ

とになりますけれども、就学援助を受けている

児童生徒の割合が高い学校のほうが、割合が低

い学校よりも各教科の平均正答率は低いという

傾向があると、こういうふうに分析をしており

ます。ただ、一方で文科省は、この報告書の中

で、就学援助を受けている児童生徒の割合が高

い学校は、平均正答率のばらつきも大きいんだ

ということで、就学援助率の高い学校であって

も、教科の平均正答率が高い学校もあると、存

在すると、こういうふうに報告書では述べてお

ります。また、就学援助率が高い学校であって

も、学校の努力によって授業で課題の解決に向

けて自分で考え、自分から課題に取り組むこと

ができているという、そういった子供たちが多

い学校ほど、各教科の正答率は高い傾向もある

と、こういうふうに言われております。 

  このようなことから、就学援助率が高い学校

のほうが低いよりも一般的には学力が低いんだ

ろうと、こういうふうな傾向があるんだろうと

は思いますけれども、児童生徒が主体的に学ぶ

ことができるように、学校が授業を工夫、改善

していけば、学力は十分に保障できるというこ

とも実証されているのではないかというふうに

思います。 

  本市の結果でありますけれども、このたび７

月末日に公表されておりますけれども、中学校

の英語を除いては小中学校ともに国語、算数・

数学においては全国正答率を上回る良好な結果

となっております。この良好な結果になったと

いう要因として考えることの一例になりますが、

申しあげますと、この全国学テの中に児童生徒

アンケートというのがございまして、課題の解

決に向けて自分で考え自分から取り組んでいた

と思いますかと、こういう質問がございます。

この問いに当てはまる、どちらかといえば当て

はまると、こういうふうに本市の児童生徒が答

えた割合は、小学校では全国と比較して6.6％

のプラスであります。中学校におきましては

12.7％と、こういうことですので、全国平均を

大きく上回る結果ということになっております

ので、小中学校が中学校区ごとに連携しながら、

探究型学習を意識して、子供たちが主体的に学

ぶような授業改善に取り組んだということがこ

のような結果に結びついたのではないかなと、

こういうふうに思っているところであります。 

  それから、もう一つでありますけれども、そ
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の自尊感情ということでありますが、自分には

よいところがあると思いますかという質問がご

ざいます。これに対しても、当てはまる、どち

らかというと当てはまるを含めた回答は、小学

校では87.6％であります、全国より6.4ポイン

ト高いのであります。それから、中学校も同じ

数字で、たまたま同じでありますが87.6％と、

これは全国よりも13.5ポイント高いということ

になっておりますので、自尊、自己肯定感につ

いても全国より高い傾向かなというふうに思っ

ております。 

  こういった背景にはどういったことがあるの

かなと、これも全国学テが示す数字であります

けれども、先生方はあなたのよいところを認め

てくれていると思いますかと、こういう質問に

対して、子供たちは小学校では92.5％が肯定的

に答えておりますし、これは全国よりも6.4ポ

イント高い数字でございます。中学校でも

87.0％ということでありますので、全国より

5.5％高くなっているということで、市内の教

職員が日々一人一人の子供たちのよさを認める

ような丁寧なかかわりを大切にしているという

ことなんだろうと、それが子供たちの自己肯定

感とか自尊感情を高めることに影響しているの

ではないかなということに認識しているところ

でございます。 

  以上申しあげたことを踏まえながら、教育委

員会としましても、今後も各学校に就学援助の

対象かどうかということのいかんにかかわらず、

全ての子供たちが主体的あるいは協働的に学ぶ

ことができるように授業の工夫、改善を行って

いくようにしていきたいなと思いますし、教職

員が一人一人の心に寄り添いながら、そのよさ

を認めながら支援を行っていくように、引き続

き指導、助言を行っていきたいというふうに思

っているところでございます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 県の調査でも、小中学生は本当

に希望を持って、もう勉強をやらないと、宿題

家に帰ってゼロ時間というのはほとんどいなく

て、高校生に入ると、もう家庭では勉強しない

という数が多く見られました。やっぱりその小

中学校の礎をきちんとつくるということが重要

でないかなと思います。 

  実態調査の中で、貧困層でない世帯も全ての

世帯で、無料や安価で利用できる学習支援が欲

しいという声が親からも子供からも多くありま

した。今後とも、学校で充実した取り組みをす

るということを望みたいと思います。何か塾と

か習い事に通わせられなかった、経済的な理由

で、というのも結構なパーセントでありました

ので、ぜひ学校教育の充実をお願いしたいと思

います。 

  次の経済的給付です。先ほど國井議員のお答

えにもたくさんありましたが、県の調査では児

童手当を高校生まで欲しいということが全世帯

の声としてありました。調査した全ての世帯で、

子供の教育費など不安だと感じている結果もあ

りました。県の県民性なのか、子供のために貯

蓄しているという家庭も多くあり、私もすごい

なと、山形県民は真面目だなという思いで調査

結果を見ました。ただ、やっぱり貧困の家庭で

は、数値としてお金が足りないということも多

く、ひとり親世帯などはパートのかけ持ちをし

ているので、もうこれ以上働く時間を延ばすこ

とはできないなどという報告もあります。やっ

ぱり、これ以上貧困率が増加しない、潜在化し

ている貧困率、正しい数字ではないかもしれな

いんですけれども、結構ショッキングな数字な

ので、やっぱりこれ以上数値が大きくならない

よう、今寒河江市としてどう捉え、どう対応し

ていくか、市長の御見解をお伺いしたいと思い

ます。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 太田議員から、先ほど来貧困、

とりわけ子供の貧困に対する支援について御提
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案なり御意見をいただいているところでありま

す。我々も、寒河江市は子育てに本気ですとい

うことを内外に表明しているわけでありますか

ら、そういった姿勢をさらに貫いていかなけれ

ばならないということで決意を新たにしており

ます。 

  御案内のとおり、子育て世帯に支給されてい

る手当については、全世帯に支給対象となる児

童手当があるわけであります。それから、ひと

り親世帯で受給要件を満たす場合に支給される

児童扶養手当というのがあるわけでありますし、

また10月から実施される幼児教育・保育の無償

化でありますとか、先ほど児童手当の高校生ま

でというお話ありましたが、逆に寒河江市では

高校生まで医療費の無料化を実現をしていると

いうことで、現物給付ではありませんが、そう

いう意味では子育て世帯に対する経済的支援を

強化しているところでございます。 

  とりわけ、貧困層にある子育て世帯に対する

支援ということになりますと、実際にその困窮

している世帯に確実に手を差し伸べられるよう

な施策あるいは負担軽減でなければならないと

いうふうに思います。そうでなければ、貧困層

の減少にはつながっていかないわけであります。 

  また、より効果的な事業としていくためには

どういったことが考えられるかということを

我々が検討する場合、実際に貧困層にある方々

の声、あるいはそういうことが危惧される、陥

ることが危惧される方々の声などに耳を傾ける、

あるいは寄り添いながら、声なき声かもしれま

せんが、そういう方々に寄り添いながら対策を

講じていけるようにしていかなければならない、

そういう対策を見出していかなければならない

というふうに考えていますので、これからも引

き続きそういった世帯にさらに寄り添いつつ、

そういう要望を我々のほうで酌み取って、我々

ができること、あるいは国・県に要望して実現

を図っていかなければならないことなどについ

てより分けしながら、対策を講じていけるよう

していきたいというふうに考えています。 

  そういう意味で、お答えとしては、ぜひそう

いう対象の世帯の皆さんの声を反映できるよう

な施策について、我々も鋭意検討を重ねていき

たいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午前11時10分といたします。 

 休 憩 午前１０時５５分  

 再 開 午前１１時１０分  

○柏倉信一議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  太田議員。 

○太田陽子議員 貧困家庭の子供だけでなく、や

っぱり全ての子供の親も安心して生活できる、

例えば義務教育の完全無償化、中学校進学時の

祝い金の創設、高校進学への給付型の奨学金の

創設、本当にお金の心配をせず学習できる環境

を整えていく、生活できる環境を整えていくこ

とが重要だと考えます。子供の心配なこととい

う答えに、家にお金がないことという答えがあ

りました。子供時代は本当に短く、人生の中の

一瞬です。安心して生活できる環境を整えてい

くことが私たちの責任ではないでしょうか。寒

河江市に生まれてよかった、寒河江市に住み続

けたいと思えるような施策の充実を求めて、こ

の質問を終わります。 

  通告番号12、福祉避難所についてです。 

  きょうのニュースで、台風15号が発生しまし

た。何か進路が東北地方をすっぽりかぶってい

る状況でのこの質問になりました。 

  平成28年11月、遠藤前議員、また昨年９月議

会で阿部議員よりも福祉避難所についての質問

がありましたが、それ以後の現状や障がい別の

避難所の設置、レベル３での避難に関して避難

所の設置など質問いたします。 

  福祉避難所の設置や避難行動支援者の同意は

進んでいるんでしょうか。また、避難プラン個
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別支援計画の作成の進捗状況はどうなのでしょ

うか、お伺いいたします。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 福祉避難所の設置状況並びに避

難行動要支援者の避難支援プラン作成の同意状

況については、健康福祉課長のほうからお答え

をさせていただきたいと思います。 

○柏倉信一議長 片桐健康福祉課長。 

○片桐勝元健康福祉課長 ただいまの御質問にお

答えいたします。 

  まず、福祉避難所の設置に関しましては、災

害時における福祉避難所の指定等に関する協定

の締結によるものですが、現在10の法人と締結

しておりまして、箇所数は13となっております。

内訳としましては、特別養護老人ホームや認知

症高齢者のグループホームなど介護保険関連施

設が12カ所、ほかに精神科病院１カ所となって

おります。 

  次に、避難支援プランに基づく避難行動要支

援者数は、平成31年３月末現在で772名となっ

ております。このうち、個人情報を避難支援に

関する関係者に提供することに同意した705名、

登録率としましては91.3％の方が、個別の避難

支援プラン登録票を提出しております。１年前

の登録率が91.8％でしたので、0.5ポイントほ

ど減少しております。これは、毎年民生委員の

ほうから個々に確認を行ってもらっていますが、

新たに登録する場合もありますけれども、対象

者が死亡とか施設入所のため年々増減があるも

のでございます。 

  避難支援プランの実効性を高めていくために

は、地域における防災能力の向上が必要であり

まして、市が実施しております防災訓練や、あ

と地域で町内会や自主防災組織が実施する防災

訓練の際に、この避難行動要支援者や避難支援

者の参加を呼びかけながら実践的な訓練を行う

ことで、災害に備えることができるよう今後進

めてまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 福祉避難所というのは、避難所

に避難した段階で必要に応じて利用することに

なっていますが、必要な人数分というのは確保

されているのでしょうか。特老12カ所、精神病

院１カ所ということですが、この705名分とい

うか、そういうふうなのでトリアージして避難

所に分配すると、福祉避難所を利用するかとい

うことを決めていらっしゃると思うのですが、

その数というか、どのぐらいになっているのか

はどうでしょうか。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 福祉避難所の役割について、若

干お答えをしたいと思いますが、万が一災害が

発生した場合、まず第一は生命ですから、生命

の安全ということで最寄りの避難所に避難して

いただくことになるわけであります。短期間で

あればそこでまたお帰りをいただくということ

にはなるわけでありますが、避難生活が長期化

をする場合などについては、身体などの状況に

よって、通常の避難所で生活が困難なケースな

どについては、避難の程度に応じて福祉避難所

の協定を締結している社会福祉施設等に対して

要請を行って、福祉避難所を開設していただい

て受け入れをしていただくということになって

いるところでございます。 

  先ほど、全部で13というふうに申しあげて、

特養などの介護施設が12、そして精神科病院が

１ということに申しあげましたが、特に環境が

変わることになかなか適応できないような、そ

ういうケース、例えば知的障がいの方、あるい

は精神障がいの方などがスムーズに避難できる

ようにしていくなどということになると、そう

いう福祉避難所については精神科病院が１カ所

ということになっておりますので、現実的には

まだまだ足りないというふうな状況だというふ

うに認識をしております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 
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○太田陽子議員 済みません、福祉避難所につい

ては理解しました。 

  それで、次の質問なんですが、今小中学校の

運動会など参加しますと、児童生徒中で発達障

がいの方が必ずおられます。避難プランの作成

の対象ではないのですが、先ほど市長さんもお

っしゃったように、違う環境に適応できない方

も多くおられます。体育館などの大きな空間で

は適応できないことも想定ができます。そのた

め、大きな災害時、家族と車で生活し、家族が

エコノミー症候群などで亡くなるという本当に

痛ましいことが何度も繰り返されております。 

  そこで、個別プランを立てるまでもないので

すが、やっぱり障がいの種類によって、その障

がい児、発達障がいや自閉症、知的障がいとい

われる方に特化したレベル３での一次避難所の

設置、できれば同じ場所を福祉避難所として設

置できないかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども若干お答えをいたしま

したけれども、警戒レベル３というお話ありま

したが、災害気象情報を５段階に今度整理をし

て、高齢者または障がいのある方などについて

避難をしましょうという警戒レベル３の段階に

あって、そういう方は避難していただくという

ことになるわけでありますけれども、なかなか

御指摘のような障がいを持っておられる方につ

いては、先ほども申しましたが精神科の病院が

１カ所であるというふうな現状でありますので、

現実的にはなかなかまだまだ足りないというふ

うに思いますし、また、避難所を開設するため

には場所、広さも必要ですし、バリアフリーで

なればならない、さらには専門知識を有するス

タッフとか、それで先ほどもありましたが食料

とか物資の確保というのが必要でありますので、

新たに対応できる特化された避難所の早期の設

置というのはなかなか難しいというふうに考え

ております。 

  そういったことでも、災害はいつ何どき来る

かわかりませんから、そういったときにどうい

う対応をしていくかということを我々も検討し

ているわけでありますけれども、そういった場

合でも、障がい福祉サービスを提供している事

業者、事業所などにおいて、なるべく今提供し

ている事業所において空きスペースなどを利用

させていただいて受け入れをしていただいて、

緊急の対応に備えていくということを今の時点

では考えています。中長期的な視点からいけば、

そういう場所も新たに設置をしていくというこ

とになるわけでありますけれども、緊急な対応

ということになれば、そういう状況が考えられ

るということに、今の時点ではそういう対応を

していきたいというふうに考えております。 

  御指摘のように、障がいを持っている方も対

応できるような特化された避難所ということが

あれば、なかなかその環境になれるのに大変な

方でも、定期的に避難訓練などを重ねることに

よって、いざというときに避難がスムーズにな

るというような事例なども聞いておりますので、

そういったことに早く対応できるように検討し

ていきたいと、そういう設置の場所等について

も検討していきたいというふうに考えておりま

す。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 そうです、場所を設定していた

だければ、何度でも繰り返し保護者の方、親の

方が連れていってなれさせるということが大変

重要なことだと思います。できれば、そこを避

難所で生活できる、本当にいつ災害が起こるか

わからない現状を考えると、親の方も皆さん本

当に頭を高くして寝られない状態にあると思い

ます。ぜひ早急に実現していただきたいと思い

ます。 

  今市長のほうからもありましたが、避難所を

新たに設置する場合、やっぱり専門的な知識を

持ったスタッフ、ボランティアの確保が本当に、
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登録制にしていただいて、寒河江市内でも資格

を持っていたり、そういう施設に勤めておる者

も結構おりますので、できれば登録制にしてい

ただいて、そういうふうなサポート体制を充実

していただきたいと思います。 

  避難所の問題として、全体の避難所の問題と

して、この九州北部水害でもあったのですが、

市町村によって避難所の対応が本当に違うそう

です。何とか町ではきちんとした段ボールのベ

ッドがあったりするのに、隣の市ではないとか、

そういうふうな避難所の格差も出てきているよ

うなので、ぜひ寒河江としても避難所の点検、

避難設備の問題など、今後も充実させていただ

きたいと思います。水害とか、本当にいつ来る

かわからない状態なので、ぜひ早急に考えてい

ただきたいとお願いして、質問を終わりたいと

思います。 

 

荒木春吉議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号13番、14番について、

14番荒木春吉議員。 

○荒木春吉議員 本日最後の質問をします。 

  まず、通告13番の山形大学医学部が発表した

コホート研究についてを伺います。 

  私がこの記事を目にしたのは、愛読紙である

日本農業新聞７月15日の１面コラム「四季」で

す。以下、コラムの文章を読み上げます。 

  「山形大学医学部は、先日、日ごろ笑うこと

の多い人のほうが健康であるとする研究結果を

まとめた。県内７市の40歳以上の男女を調べた

ところ、週１回以上『よく笑う』人の死亡率は、

月１回未満と『ほとんど笑わない』人の半分に

とどまった。心筋梗塞や脳卒中の発症率も、よ

く笑う人のほうが最も低かった。笑いの少ない

人は、『男性、喫煙者、飲酒者、運動しない人、

ひとり暮らしの人』」と記してありました。 

  まず、市長の一読後の御認識を伺います。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま荒木議員から、コホー

ト研究について御質問いただきましたが、こと

しの６月25日に山形大学医学部グローバルＣＯ

Ｅプログラム先端分子疫学研究所というところ

が、山形県コホート研究の追跡調査による分析

結果を発表しているところであります。笑うこ

とが健康寿命の延伸につながるというようなこ

とは、長くから言われてきているのだというふ

うに思いますが、今回の山形大学医学部の研究

によって科学的に明確にされたということは、

大きな進歩ではなかったかというふうに考えて

おります。 

  先ほど荒木議員からもありましたが、解析結

果によりますと、ほとんど笑わない人は、よく

笑う人に比べ全死亡リスクが1.95倍、たまに笑

う人は、よく笑う人に比べて心筋梗塞などの心

血管疾患の発症率が1.62倍と上がるということ

であります。この研究については、県内で１万

7,000人の方が協力されておられて、寒河江市

の市民の方も3,200名も含まれております。

2009年から2015年にかけて調査して分析をされ

た結果であるということであります。 

  人が笑うとマイナスの感情が和らいで、自律

神経のバランスがよくなるというようなことも

言われているところでありますし、また免疫細

胞が活性化をして免疫力を上げることによって

心身の健康維持につながるということが知られ

ているところであります。友達と会ったりする

ことはもちろんのこと、運動する機会や趣味を

通じて人と会話することなどの機会も多いほど

笑う回数がふえていくと、こう言われています。

日々の生活の会話で笑うことがふえることによ

って、健康を増進する１つの要素にもなってい

くというふうに思います。 

  特に男性は、先ほどありましたが、笑う機会

が少ないということで分析されております。こ

の会場にも男性の方が多いわけでありますが、
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家庭内でのコミュニケーションから見直して、

家族みんなでいろいろ話をして笑いが生まれる

環境づくりをつくっていただければ、一層スマ

イルシティ寒河江の形成につながっていくもの

というふうに考えているところであります。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 答弁ありがとうございました。 

  一怒一老、一笑一若という言葉があります。

笑えば血管が太くなり血流が盛んになって、し

わが伸びて寿命も延びるということであります。

怒れば血管が細くなり、血流も滞り、健康には

よくないということで、先人の言葉にもありま

す。 

  私がこの農業新聞を読んで、なぜ目に入った

かというと、今市長がおっしゃったとおり、こ

の調査にも我が市民3,200人が参加しておりま

す。研究の中身自体はそんなに難しいものでは

ありません。私の愛読する漫画、「フラジャイ

ル」という病理医の漫画がありますが、その中

のせりふによりますと、病気の種類は7,000種

類あるそうです。その中で治る病気は500種類

というか、要するに治らない病気のほうが

6,500、ということは治る病気が治らない病気

の13倍あるということですね。病気になってか

ら手術したり薬を飲んだりするのももちろん大

事なことですが、その前の段階として健康的に

笑うというか、こういう難しい時代ですから、

なかなか笑うというか、笑われることはあって

も笑うことは少ないんじゃないかなと思います

が、積極的に生きることによって、どんなこと

にも笑える器量を持つと、やわらかい脳みそを

持つ、血の流れた心臓を持つということが大事

なのではないかなと思います。そんなに難しい

研究ではないからこそ、これは我が健康福祉課

でもいろんなことを取り組んでいると思います

が、ぜひ、もちろん公務員らしく真面目に取り

組むのは大事なことなんですが、真面目なだけ

では市民の心には届かないので、もう少しアピ

ール力のある取り組みをしていただければなお

結構かなと私は思っています。 

  次に、これらの研究成果を生かした本市にお

ける今後の取り組みについて伺います。 

○柏倉信一議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 荒木議員から笑いについていろ

いろお考えをお聞きをしましたが、笑う頻度を

ふやすということを、やっぱりそういう意味で

はこれからも考えていかなければなりませんが、

そのためには出会いの場を多くつくっていくと

いうことも大事であろうというふうに思います。 

  現在、寒河江市では各地区でいきいき100歳

体操、それからふれあいサロンなどを通じて交

流の機会をふやす取り組みをさせていただいて

おります。軽い運動に笑いを取り入れていくと

いうことで、深呼吸や腹筋のストレッチも兼ね

たリラクゼーションにつながっていくというこ

とであります。そういう取り組みをさらに充実

をしていければというふうに思いますし、また

今度、市の寒河江市食生活改善推進協議会のほ

うで、10月に山形大学医学部の先生を講師にお

招きをして、コホート研究成果について、笑い

の効果と生活習慣病に関する研修会を開催する

予定というふうに聞いております。これは、参

集範囲について限られた研修会ということであ

りましょうが、山形大学の山下医学部長が記者

会見で述べておられますけれども、市民を対象

にした健康講座などを開催していくことによっ

て、広く研究の結果をお知らせする機会を設け

ることができるのであれば、笑うことがどれだ

け健康に対する効果があるのか知っていただけ

るというふうに、そういう機会につながってま

いりますので、積極的にこういう企画をして、

広く地域の方々に還元をしていきたいというふ

うに思っております。 

  また、先ほど来ありましたけれども、運動を

する方のほうが笑う機会が多くなる、健康にな

るということでありますので、寒河江市、今後
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も市民スポーツ、総スポーツの推進ということ

を取り組んでおりますので、さまざまなスポー

ツの取り組みを一層進めていきながら、健康で

明るく、そして笑顔があふれる、そういうまち

づくりを一層進めていきたいというふうに考え

ているところであります。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 どうもありがとうございました。

私が好きなさくらんぼ憲章４番目がまさにそう

だと思うんですが、文化とスポーツが盛んなま

ちをつくろうということですね。体を動かさな

いと、人間というのはあったまりませんので、

その辺のことをよろしくお願いしたいなと思い

ます。ありがとうございました。 

  続いて、通告14番の教育問題について伺いま

す。 

  今夏７月９日水曜日に、市立陵南中で、午後

２時15分から同４時40分までの時間、開会行事、

授業参観、懇談会等々の学区議員と語る会があ

りました。頂戴した資料の３ページの２、現状

と課題などの中に、全国学力調査と学力検査

（偏差値）が記載されていました。まず、現況

認識を伺います。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 寒河江市全体の全国学力調査

と学力検査との状況ということでございますが、

６月定例会でも荒木議員よりこの御質問いただ

いておりますけれども、そのときは昨年度まで

の結果についてお答えを申しあげておりますの

で、今回は今年度の結果についてお答えを申し

あげたいと思います。 

  最初に、７月末に結果が公表されました全国

学力・学習状況調査についてでございます。今

年度の調査の特徴は、大きく２つございまして、

１つ目は、来年度から小学校で新しい学習指導

要領が全面実施されるということで、国語と算

数・数学がこれまでＡ問題とＢ問題と、こうい

うふうに実施してきたものを、基礎知識と活用

力を一体的に行うということで、ひとつ区別を

なくして一体的に問う問題となったということ

でございます。２つ目は、中学校で初めて英語

の調査を導入したということで、この英語の調

査につきましては、今後も３年に１度行う予定

になってございます。 

  寒河江市の結果でございますが、小学校６年

生については全国正答率と比較しますと、国語

がプラス5.2ポイント、算数はプラス1.4ポイン

トという結果であります。国語、算数ともに全

国の正答率を上回る結果になったのは、この調

査が開始されたのが平成19年ということであり

ますが、これ以来の好成績ということでござい

ます。 

  中学校３年生でありますが、この学年が３年

前、つまり小学校６年生のときに行った調査で

は、国語、算数ともに全国と比べて約１～２ポ

イント下回っておりましたが、３年後つまりこ

としの子供たちの調査結果につきましては、全

国正答率を国語、数学ともにプラス2.2ポイン

トという結果でありました。中学校においても、

国語、数学ともに全国正答率を上回るというふ

うになったのは平成26年度以来ということでご

ざいます。 

  今回、初めて実施した英語でございますけれ

ども、これにつきましては全国を比較しますと

マイナス5.0ポイントということで、県と比較

してもマイナス2.0ポイントという結果であり

ますので、英語教育の改善の必要を痛感してい

るところでございます。 

  次に、標準学力検査、これはＮＲＴというふ

うに言っていますけれども、年度初めに市内の

全ての小学校２年生から中学校３年生までを対

象に実施しております。ＮＲＴにつきましては、

比較的基礎・基本的な学力を全国基準に照らし

てみる検査で、全国平均を50としております。 

  今年度の市内小学校でありますけれども、教

科全体では52.9、中学校の教科全体では51.0と
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いう結果でございました。過去３年間を経年で

見ましても、小学校では52から53の間で推移し

ております。中学校は51前後で推移しておりま

すので、本市の基礎・基本的な学力につきまし

ては全国基準を上回る状況にありますけれども、

６月定例会において荒木議員より、第６次市の

振興計画の中で学力の指標を掲げていると、こ

れは令和７年までにＮＲＴを小学校は53.5、中

学校は52.5まで引き上げると、こうしておるわ

けでありますが、この目標に照らせば、中学校

がまだ１～２ポイント目標値には達していない

と、こういうことでございます。 

  中学校でＮＲＴの全教科の平均を下げている

要因としましては、英語のＮＲＴが低いという

ことがあるというふうに捉えております。今年

度の英語のＮＲＴが48.4と、こういうことで、

全国平均の50を下回っておりまして、これは今

年度だけの傾向ではございませんで、英語のＮ

ＲＴが他の教科に比較してこれまでも低い傾向

にございましたので、このことが中学校の教科

全体のポイントを下げているというふうに認識

しているところであります。このことから、英

語教育の取り組みへの改善が急務であるという

ふうに考えているところでございます。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 どうも答弁ありがとうございま

した。 

  続いて、課題と今後の取り組みについて伺い

ます。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 今年度の学力テスト、全国学

テの結果が国語、算数・数学については一定の

成果が見られたということの要因の１つには、

これまでも申しあげてきましたけれども、中学

校区ごとに小中連携をして学力の成果、課題を

共有化して、教職員が同じ方向性を持って授業

改善に取り組んできたということにあるという

ふうに認識しているところです。 

  今後も、子供たちの実態に応じて授業改善に

よる活用力の育成、それから質的向上を目指し

て、小中連携しながら探究型の学習を推進して

いきたいというふうに考えております。 

  一方で、先ほども申しあげましたが、本市の

課題は英語であるというふうに捉えているとこ

ろでございます。特に、全国学テの中で、生徒

アンケートで英語の回答時間は十分でしたかと、

こういう質問がございます。やや足りなかった、

全く足りなかったと、こういうふうに回答して

いる生徒が、本市が54.3％でありまして、全国

を17.5ポイント、県を15.5ポイント上回ってい

る状況でありますので、ある程度の長いまとま

りのある英文を読んだり聞いたりして、把握し

た内容について適切に英語で表現するというこ

とに課題があるというふうに捉えているところ

でございます。 

  一方、英語の勉強は好きだとか、あるいは英

語の授業はよくわかると、こういった質問に対

しては、本市の生徒が肯定的にといいますか、

当てはまる、どちらかといえば当てはまると、

こういうふうに答えた生徒の割合は、いずれも

全国平均を若干でありますが上回っている状況

にあります。このように、英語に対する意欲、

興味関心ということはあるわけですので、こう

いった意欲、興味関心を大切にしながら、授業

において聞くこと、読むこと、話すこと、書く

ことというこの４技能をバランスよく取り入れ

た言語活動が大切に行われるような指導を学校

で実施されるように指導助言を行っていきたい

なというふうに思っておりますし、県教育委員

会でも、英語Step Up評価問題というのをつく

っておりますけれども、こういったものを有効

活用しながら、地区の中学校長会あるいは村山

教育事務所等と連携をして教員研修を行うなど

して、授業等の改善に努めていきたいというふ

うに考えております。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 
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○荒木春吉議員 続いて、（３）の道徳教育につ

いて伺います。 

  ７月９日の授業参観日には、３年生の２クラ

スで道徳を行っていましたが、何せ短時間のた

め詳細が不明でしたので、中身と今後について

伺います。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 道徳につきましては、小学校

が昨年度から、中学校は今年度から、「特別の

教科 道徳」ということで教科になっておりま

す。この教科化された背景の一つには、いじめ

の問題がございます。いじめを苦にしてみずか

ら命を絶つという事件が全国で起こりまして、

国が平成25年度に教育再生実行会議を立ち上げ

て、いじめの問題等への対応についてという提

言をまとめて、道徳教育の重要性について強調

されています。また、この教科化された背景に

は、これまでの道徳の授業が、他の教科に比べ

て軽視されているのでないかと、あるいは読み

物の登場人物の心情理解に偏って形式的になっ

てはいないかと、あるいは発達段階を踏まえず

わかり切ったことを言わせたり書かせたりして

いるものになっているのではないかと、こうい

った議論がございまして、国においてこういっ

た道徳教育の課題、そして教科化に向けた活発

な議論が行われたところであります。 

  道徳が教科になったことによって、これまで

副読本を活用していた授業が、検定教科書を使

っての授業になっております。それから、内容

についてもいじめ問題への対応が充実されてお

りますし、発達段階を踏まえて体系的なものに

改善されております。指導方法につきましても、

問題解決的な学習とか体験的な学習を取り入れ

るというふうにされております。評価も、数字

での評価ではなくて、子供たちの学習状況ある

いは道徳性にかかわる成長の様子を把握して文

章記述で行うこととされております。 

  市内の実態でございますけれども、これも先

ほど来申しあげております全国学テの児童生徒

のアンケートによりますけれども、道徳の授業

で自分の考えを深めたり、学級やグループで話

し合ったりする活動に取り組んでいるかという

質問に対しては、本市の小学校６年生は、そう

だと、どちらかといえばも含めましてでござい

ますが、91.1％でありますので、これは全国よ

りも10.2ポイント高い状況であります。中学校

３年生でも89.1％ということで、全国よりも

12.5ポイント高い結果でありますので、市内各

小中学校におきましては、教科になった道徳の

目標の実現に向けて、指導方法を工夫しながら

授業改善が進んでいるんだというふうに捉えて

いるところであります。 

  教育委員会としましても、こういった成果あ

るいは課題もございますけれども、学校訪問等

で成果、課題を整理しながら、それを踏まえて、

新しい学習指導要領で目指しているのが考え議

論する道徳ということでございますので、その

授業が一層推進されるように指導、助言を図っ

ていきたいなというふうに思っておりますので、

助言を行って、そして子供たち一人一人の道徳

的な心情と実践力といったものを養ってまいり

たいというふうに考えているところでございま

す。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 答弁どうもありがとうございま

した。最後にまとめて言います。 

  最後に、（４）不登校について伺います。 

  資料３ページの最下段に、平成25年から30年

までの生徒数が自校、市、県、国それぞれの出

現率まで記載されていますが、現状、課題と将

来について伺います。 

○柏倉信一議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 不登校の現状、課題そして今

後の取り組みということでございますが、不登

校の児童生徒につきましては、毎年文科省が児

童生徒の問題行動、不登校と生徒指導上の諸課
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題に関する調査というのを行っております。こ

れは、家庭状況、友人関係、学業不振などさま

ざまな原因、理由によって年間30日以上長期欠

席している児童生徒を、この調査の中では不登

校の児童生徒と、こういうふうに言っておりま

す。 

  昨年度、平成30年度の本市小中学校における

30日以上長期欠席している不登校の児童生徒数

でございますが、小学校では５名、中学校では

54名ということになっております。 

  出現率であります。全児童生徒数に占める不

登校児童生徒数の割合でございますが、これを

国や県と比較して申しあげたいというふうに思

います。文部科学省は平成29年度の結果までし

か公表しておりませんので、29年度のデータを

もとに申しあげます。 

  平成29年度の本市の小学校の不登校の児童数

は、30年度と同じ５名でありましたので、出現

率は0.2％です。全国が0.54％、県が0.4％であ

りますので、小学校につきましては全国、県を

下回っています。しかし、平成29年度の中学校

の不登校生徒は46名でありますので、出現率は

3.84％で、全国が3.25％、県が2.69％でありま

すので、本市の中学校の不登校生徒の出現率は

全国、県よりも上回っているという状況にござ

います。 

  昨今、不登校の児童生徒数の増加が全国的に

も課題になってございますけれども、本市の状

況について、平成25年度から全国、県のデータ

があります29年度までを経年で見ますと、本市

につきましては小学校の不登校児童数が最も少

なくなった年度が２名であります。最も多かっ

た年度が７名であります。出現率にしますと、

最低が0.09％、最高が0.29％で、これはどの年

度におきましても全国、県の平均を下回ってお

ります。一方、中学校でございますが、25年度、

26年度の不登校生徒が37名であります。その後

毎年増加傾向にあります。出現率も、平成25年

度が2.90％でありましたけれども、その後年々

上昇しているだけではなくて、どの年度におき

ましても、残念ながら全国、県の出現率を上回

る状況にございます。 

  不登校の原因、理由につきましてはさまざま

でありまして、各学校におきましては学級担任、

学年主任、教育相談担当等を中心に学校が組織

的にかかわっております。また、関係機関とも

連携しながら教育相談、家庭訪問等を行って、

学習、生活の支援を根気強く丁寧に行っている

ところであります。 

  また、寒河江市におきましては、条例に基づ

いて適応指導教室、本市では寒陵スクールと、

こういうふうに言っておりますけれども、開設

しております。昨年度は、小学生が１名、中学

生が15名でありますが、入級しております。今

年度は、８月末日現在では中学生のみでありま

すが７名入級しております。このほかに、家庭

にいる子供たちを訪問して指導に当たっている

訪問児童生徒というのがございますが、これに

つきましては昨年度、今年度ともに中学生が４

名であります。寒陵スクールでは、４名の教育

相談員が児童生徒の学習あるいは調理実習とか

遠足等で、社会生活とか体験活動の指導を行っ

ておりますけれども、学校と連携しながら家庭

訪問、時には保護者、それから教員が来室しま

すので、その相談に対応したり、あるいは電話

相談等の業務を行いながら、子供たちだけでな

くて家庭の支援を続けているところであります。 

  以上申しあげましたこういった本市の現状に

鑑みて、今年度は市の教育研究所で全体会で、

心理カウンセリングの専門家であります大学の

先生を招聘して、子供たちの居場所づくり、あ

るいは居心地のよい学級づくりというふうなこ

とで、全員が研修を行っております。また、本

市の特別支援の委員であり、特別支援のアドバ

イザーをしていただいている先生を招聘して、

不登校の対策でありますとか具体的な対応につ
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いて学ぶ研修会を現在も開催中であります。ま

た、今後不登校の予防担当者会でも、県の指導

主事を招いて不登校予防のための相談スキル、

それから各機関との連携のあり方、保護者との

かかわり方について研修を行うことになってご

ざいます。 

  教育委員会としましては、不登校問題という

ことは本市の学校教育の喫緊の課題だなという

ふうに認識しております。今後も学校、スクー

ルカウンセラー、関係機関と緊密な連携をとり

ながら、ケース会議を開催したり、教職員の資

質向上を図る研修会を実施したりするなど、不

登校の児童生徒の未然防止あるいは改善に向け

た適切な対応に努めてまいりたいというふうに

考えているところでございます。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 どうもありがとうございました。 

  この間、７月９日の見たというか聞いた話を

３つほどして質問を終わりたいと思います。 

  生徒からの言葉で、先生方はくたびれ果てて、

部活で優勝しても喜びに浸れる余裕がないとい

う指摘があります。先生というのは大変なんだ

なと。私は、先生というのは30年後に耳元に残

る言葉を吐く職業だと思っていますので、きょ

う、あす、すぐ結果が出るというものではあり

ませんが、ぜひ北風よりは太陽政策で奮闘して

ほしいなと思っています。 

  あと、２つ目、懇親会で先生の泣き言が出た

んですが、地域から電話が来る、近隣の生徒さ

んに注意してくれないかと、音というか騒音と

いうか立てて、注意してくれないかという電話

相談だったそうですが、それははっきり言って

先生の仕事ののりを超えております。私は断る

のも愛情だと思いますので、もう受け入れてい

たらきりがない、先生の仕事はだんだんふえて、

もう24時間稼いでもとてもじゃないがやってら

れないという状況になりますので、私はいつも

言うんですが、学校の職員室の電気が何時まで

ついているかというのしか私は見ていません。

相当遅くまで仕事やっています。厚労省では、

働き方改革と称して、厚労省職員が寝ないで稼

いでいるみたいですが、やっぱり暇、時間、余

裕がないと、生徒に届く言葉も吐けないと思う

んですね。ぜひ、そういう働き方改革を寒河江

市教育委員会から実践していただいて、先生が

せめて家に帰っても母ちゃんと、母ちゃんと言

ってはいけないね、奥様と食事したり、子供と

遊んだりする時間をぜひ設定していただきたい

なと私は思っています。 

  ３つ目、私、特別支援教室、あそこ陵南中学

校の場合ですが、２クラスずつありました、情

緒教室、そして知的障がいの方ですが、そこか

ら私、床にはいつくばって外の景色を眺めたん

ですね、すばらしい景色でありました。多分

我々が、市会議員が行くということで、多分き

れいにしたんだとは思いますが、あの景色があ

れば障がい者の方でも、治るとは申しませんが、

緩和されるというかほっとするというか、そう

いう環境なんだなと思って見てきました。ぜひ、

先生は額に汗して一生懸命やっているわけです

が、そこは教育委員会としても北風ではなく太

陽政策で支援していただければなと思います。 

  質問を終わります。どうもありがとうござい

ました。 

 

   散    会    午後０時００分 

 

○柏倉信一議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了しました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 


